
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

58,663 千円

≫千円

国庫支出金 29,331 千円
県支出金 千円
地方債 千円
その他 千円
一般財源 29,332 千円

担当課 企画政策部企画政策課 課長 石山　光昭

担当者 鳥越　孝也 問合せ先 0957-53-4111（内線229）

施策 2101 効率的な行政運営の推進
≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　　　　　　※補正予算要求時は今回の補正予算額を除く
　　　　　　※次年度予算要求時は次年度繰越額を除く

事業名 デジタル地形図作製事業 新規 予算額

事業期間 令和５年度 ～ 令和５年度 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

　現在の地形図は作製から２３年経過しており、各種行政活動に支障をきたしている。また、地形図や地形図
を基に作製した地図の販売も行っており、現況に即した地形図の作製が求められている。更に現在の地形図は
アナログ方式で作製されており、GISの庁外配信等のオープンデータ化の推進にも支障をきたしている。

（目的）　
　市役所内のインフラ整備となる事業であり、各種行政活動を行う際の基礎的な資料となるデジタル地形図の
作製を行い、庁内や市民に提供を行うことで、効率的な行政運営を推進する。
（概要）
・税務課が保有する航空写真のデータ（R5.1更新予定）を活用してデジタル方式の地形図（1/2500、
1/10000、1/15000　（用途地域図含む）、1/20000及び1/50000）を作製
・一部地域において、大村市上下水道局が保有する1/500地形図を利用
・地形図作成費用：58,663千円

（対象）
市職員・市民・市内事業者等

現状

アナログ地形図
（平成11年作製）

・作製から23年経過し現況と大幅なズレがあり、資

料作成時に修正や補足説明の手間が掛かる。

・古い地形図を有料で市民や業者に販売している。

・古い地形図のままでは今後オープンデータ化し

ても利用が進まない。

・GISでの利用時や印刷時に、縮尺を変えると情報

が判別できないなどアナログデータ特有の支障が

ある。

事業実施後

デジタル地形図

・職員の事務効率や市民等の利便性が向上する。

・デジタル方式のためGISでの利用時や印刷時に
縮尺の変更に耐えられる。

・地形図をＨＰ上に掲載することで、市民の来庁機

会を減らし、サービス向上を図る。

問題解消

・GISの庁外配信等オープンデータの利用が促進さ
れる。

問題あり
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【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
Ｒ３
(実績)

Ｒ４
(計画)

Ｒ５
(計画)

Ｒ６
(計画)

Ｒ７
(計画)

デジタル地形図の作製 計画値 件 ― ― 1 ― ―

計画値

指標名 単位
Ｒ３
(実績)

Ｒ４
(計画)

Ｒ５
(計画)

Ｒ６
(計画)

Ｒ７
(計画)

計画値

計画値

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 合計
事業費 0 0 0 58,663 0 0 58,663

国庫支出金 29,331 29,331
県支出金 0
地方債 0
その他 0
一般財源 29,332 29,332
人件費 0 0 0 4,290 0 0 4,290
職員(人) 0.59人 0.59人

時間外勤務(h) 0h
会計年度任用職員(人) 0.00人
フルコスト 0 0 0 62,953 0 0 62,953

妥当性
(市の関与)

市の様々な業務を行う際の基礎的な資料の作製であり、市の関与が必要である。

有効性
(施策貢献度)

現況に即した地形図の作製は、業務の効率化につながる。

効率性
(コスト)

地形図の作製に当たっては、税務課が実施する航空写真撮影のデータをベースとして作成
し、また、下水道工務課が作成している1/500の地図を編さんすることによりコストダウン
を図る。

1次評価 担当者記載のとおり

2次評価 1次評価記載のとおり


